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○ 本調査は、国際的な科学文献データベースである SCI（2001 年版）におけ
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（1991 年～1995 年）と 2004 年時点を比較すると、22 項目中 21 項目が向
上したと評価されており、悪化した項目は「研究時間」のみである。ただし、
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分析結果の一例を図 0-1 に示した。 
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第 1 章 調査方法および分析の枠組み 
 
1.1 被引用度上位 10％論文及び上位 1％論文の選択方法1 
(1) 使用したデータ 
被引用度上位 10％論文のデータ作成には、Thomson ISI 社の“Science Citation Index” 
（SCI）の CD-ROM 版（2001 年）を使用した。SCI に収録されている論文数は各年で異
なるが、2001 年版では 815,411 編である。この中の Article、Review、Letter の３つの文
書タイプのみを分析の対象とした（３つの合計は 634,805 編）。ただし、被引用回数を計測
する際には、2001 年版に加えて 2002 年版も用いるとともに、これらの文書タイプ以外（例















SCI では各年について 130～170 程度の分野分類が設定されており、各ジャーナルに対し
て 1 つ以上の分野分類が振られている。本調査で対象とした 2001 年については 170 の分野
分類が設定されている。本分析では、各論文の分野分類として、その論文が掲載されてい
るジャーナルの分野分類を用いた。 
ただし、Nature 誌や Science 誌など、様々な分野の論文を掲載しているジャーナルには
「学際分野」という分類が振られている。そのため、「学際分野」という分類をそのまま用
いて集計を行うと、この分野には Nature 誌や Science 誌に掲載されているような被引用回
数の高い論文が集中することになる。また、物理や化学の内容の論文が学際的ジャーナル
                                                  
1 被引用度上位 10％論文のデータは、本調査だけでなく、日本の科学技術研究のアウトプットに関するよ
り包括的な調査で使用するために作成・加工した。その方法論については、当該調査の報告書（科学技術
政策研究所 2005 年 3 月）の付録（付録Ⅱ）に記述されているが、ここでは、直接的に本調査で使用した
データに限って説明する。 




















前述の方法で抽出した 2001 年版の SCI の被引用度上位 10％論文のうち、筆頭著者の所










調査票は、2004 年 10 月 23 日より 11 月 2 日に渡って郵送し、12 月 28 日までに回収し
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813 人（全体の 94.8％）、女性が 43 人（同 5.0％）であり、男性が圧倒的に多い（図 2-2）。
なお、無回答者 2 人を除いて計算すると男性 95.0％、女性 5.0％の割合となる。 
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(3) 年齢と研究経験年数 
トップリサーチャーの調査回答時点（2004 年 10 月 31 日現在）における平均年齢は 43.9
歳であり、中間値は 43 歳、最頻値は 44 歳であった（図 2-3）。また、5 年階級で見ると「40
～44 歳」が 23.8％で最も多く、次いで「35～39 歳」が多く、19.1％を占めている。年代別




うな投稿時点での年齢データは、次節（2.2 節）の図 2-10 に示した。 
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者の 99.4％（853 人）が日本の高校を卒業しており、日本以外の高校の卒業者は 0.2％（2
人）に過ぎない。なお、無回答者は 0.3％（3 人）である。一方、大学については、日本の
大学の卒業者が 97.2％（834 人）、日本以外の大学の卒業者が 0.2％（2 人）、無回答者が 2.6％
（22 人）であった。 
博士号については、全回答者の 94.1％（807 人）が取得していると回答し、取得してい
ないとの回答者が 5.4％（46 人）、無回答者が 0.6％（5 人）であった。取得者の内訳を見る
と、日本で取得したという回答者が 795 人、日本以外で取得したという回答者が 14 人であ

























































































で回答するよう求めた。この質問に対しては、調査全体の回答者 858 人のうち 817 人より、






























































































図 2-6 には、平成 16 年度の科学技術研究費補助金の分野別の応募件数、トップリサーチ
ャーの回答データ全体（図 2-5 のデータを集約したもの）、トップリサーチャーのうち被引
用度上位 1％論文の著者の回答、の 3 種類のデータについて、分野別の内訳を示した。 
 
 






























































































 人 ％ 
著者名が貢献度順に表記 812 98.8% 
筆頭著者 678 82.5% 
筆頭著者扱いの複数者に含まれる 26 3.2% 
筆頭著者でない 96 11.7% 
その他 12 1.5% 
著者名がアルファベット順に表記 10 1.2% 
研究代表者 8 1.0% 
その他 2 0.2% 
有効回答者計 822 100.0% 
無回答 46 - 
合計 868 - 










835 人（全回答者の 97.3％）より有効回答があった。 
この回答データによると、2000 年に投稿したとの回答が最も多く（有効回答の 59.8％）、
次いで 2001 年との回答（同 35.5％）が多く、この 2 年間に投稿したとの回答割合は合わせ
て 95.3％であった。投稿時期別の回答割合の分布は図 2-7 に示す通りであり、2000 年 10
月～12 月を中心として、ほぼ左右対称の分布となっている。四半期ごとに見ると最も多い
2000 年 10～12 月の割合は有効回答の 26.9％を占めており、またその両側を含めた 2000













































































































































データ（図 2-3）ではなく、論文投稿時点における年齢データが重要である。図 2-10 に、
そのデータに基づく年齢階層別のヒストグラムを示した。 
５年階級ごとに見ると、「35～39 歳」が最も多く 23.1％を占め、次いで多い「40～44 歳」
は 20.2％を占めている。年代別では、20 歳代が 11.1％、30 歳代が 39.7％、40 歳代が 30.7％、
50 歳代が 14.5％、60 歳以上が 1.9％となっている。 
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年齢の平均値は 39.9 歳であり、また中間値は 39 歳であるので、トップリサーチャーの


















































































































に関する分析を試みる。職歴の回答者は 838 人であるが、その回答職歴数の平均値は 3.9
である（図 2-11）。回答者の所属セクター別に見ると、企業所属者の平均職歴数が 2.3 と最
も少なく、国立研究機関（平均職歴数 3.3）や非営利機関（同 3.4）も比較的少ない。 
 
 


























































































そこで、人材流動性の長期的な変化を調べる試みとして、研究経験の最初の 5 年間と 10 年
間における職歴に限定して集計し、その結果を図 2-13 に示した。すなわち、図 2-13 は同
一時点での比較ではなく、それぞれの回答者グループが研究経験の初期にどの程度の職を
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45 歳以上では 2.0 を下回っており、また、年齢が高くなるにつれて職歴数が小さくなって
いることから、長期的に見ると人材流動性が高まっていることがうかがえる。研究経験の






















注： “25～29 歳”の回答者については、研究経験年数が 10 年に満たないと考えられ、「研究経験の最初の 10 年
間」あるいは「最初の 5 年間」という条件が他の回答者と異なるため、同等の比較ができないことに注意が必































期間が比較的長い。一方、JSPS 特別研究員は平均在籍期間が 1.6 年で図に示したなかで最
も短いが、これは制度上の特性と言うことができる。また、外国（大学と大学以外に分け
て示した）についても平均在籍間は比較的短い。それ以外では、病院と旧特殊法人の平均




















































































































































































13.9% 10.7% 12.7% 33.2%
33.3%
26.6%


























大学等 国立研究機関 旧特殊法人 公立研究機関 民間非営利機関 病院 企業
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ところで、図 2-17 の 3 項目の経験者は重複がある。ポスドク経験者は 226 人（有効回答
者の 27.0％）であるが、そのうち 173 人（同 20.6％）は海外でのポスドク経験者である。
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ポスドク経験者割合についてもセクター別データを図 2-19 に示した。なお、大学共同利


























































































注： 本調査の回答者だけでなく、調査対象とした被引用度上位 10％論文の著者全員の内訳である。 
図中の「管理者等」は、部長、課長、室長、主任研究官およびそれらと同等と考えられる職名の人数
であり、全ての管理者等の人数ではない。 






































図 2-21 を見ると、大学等の教員は 54.3％を占めており、先の図 5-20 の場合よりも大き
な割合となっている。大学等教員は、指導的な立場である場合が多いことがわかる。大学
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（17.1％）は 3 番目であった。一方、「新しい機能・性能の創出・開発」は、技術的な応用
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(2) 被引用度ランク別の性格付け 































































































































■ - 41 -
調査対象論文が高い被引用度を得た理由については、回答データを被引用度ランク別に
区分して比較する。図 3-4 には、“強く影響”と“やや影響”を合わせた回答割合を 14 項
目ごとに示した。 














































































































































研究協力者が発明人として特許出願した」との回答が 201 件（全回答の 23.2％）あり、大
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図 3-7 の回答データに関しても、さらに被引用度ランクで２分割して比較した（図 3-8）。 
「本人・研究協力者が発明人として特許出願した」との回答割合は、被引用度上位 1％論
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体における大学等の割合の 9.7％（既出・図 2-1）よりもかなり大きな割合となっている。 
 
 




















上位1％ 43.2 124.8 168.0
上位1％以外 157.8 456.2 614.0




上位1％ 63 105 168
上位1％以外 138 476 614
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注： 「８大学」は回答者数の多い上位８大学であり、旧帝国大学（7 大学）と東京工業大学を指す。 
 








８大学 その他の国立大学 公立大学 私立大学 大学共同利用機関 大学等以外

































1 万円、最大値 103 億円）があり、その分布も歪んでいるため平均値（8834 万円）は適切
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表 4-1 使用した研究費の統計値 
研究費金額の統計値 （千円）








四分位（上位 1/4） 20,000 
























































































































列には比較できないが、前者の総額が 97 億円、後者が 506 億円である。また、「政府（国）











































































































































































































４等分した位置の値であり、小さいほうから順に第 1 四分位、第 2 四分位、第 3 四分位と
呼ぶ。すなわち、第 1 四分位は下位 1/4 における値、第 2 四分位は中央値、第 3 四分位は
上位 1/4 における値である。 
図 4-11 に、それぞれの四分位値（下位 1/4 値、中央値、上位 1/4 値）を示した。この図
では、四分位のそれぞれの金額を示すだけではなく、グラフの棒の長さによって、下位 1/4







競争的研究資金と性格が異なっており、特に中央値と上位 1/4 での金額を見ると、1 億円以
上といった高額の資金配分が例外的なものではなく、かなり一般的であることが示されて
いる。また、「政府（国）」からの外部資金についても、中央値は特に大きな金額ではない
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次に、上位 1/4 値（第 3 四分位値）の金額を比較すると、セクターによって大きく異なり、
「民間非営利」は上位 1/4 値が 1 億 7900 万円と突出して大きく、次いで金額の大きい「大
学共同利用機関」の 5200 万円と差が大きい。上位 1/4 値が 3 番目に大きいのは、3000 万
円の「８大学」である。 
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一方、中央値に関しては、上位 1/4 値とは異なる順番となっている。中央値の最も大きい
セクターは「大学共同利用機関」であり、3600 万円と突出して高額である。それ以外のセ








































































■ - 63 -


































































作成し、期待される値と観測値を比較してカイ 2 乗検定を行った。表 4-2 の例では棄却確
率 p が 12.0％であり、「科学研究費補助金を使用したかどうか」と「被引用度上位 1％論文
であるかどうか」との間に、有意な統計的な関係があるとは言い難い。 
 































上位1％ 77 88 165
上位1％以外 265 305 570




上位1％ 68 97 165
上位1％以外 274 296 570
合計 342 393 735
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表 4-3 使用した研究資金の種類と論文被引用度に関するカイ 2 乗検定結果 
使用した研究資金の種類 検定結果 棄却率（p） 
外部資金 有意な違いはない 95.0% 
競争的研究資金 同上 75.0% 
科学研究費補助金 同上 12.0% 
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それぞれの四分位値（上位 1/4 値、中央値、下位 1/4 値）を図 4-15 に示した。この図によ
り、研究費金額の分布状況を要約して比較することができる。 
被引用度上位 1％論文では、特に上位 1/4 値（5200 万円）が突出して大きいことが図か
ら直ちに読み取れる。これらの論文においては、高額の研究費による研究の成果がかなり
含まれていることがわかる。中央値で比較しても、被引用度上位 1％論文（中央値 1000 万
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～200万円 ～490万円 ～2000万円 2000万円超 合計
上位1％ 47 32 40 38 157
上位1％以外 155 108 135 127 525
合計 202 140 175 165 682
(2) 観測値
4分位階級別
～200万円 ～490万円 ～2000万円 2000万円超 合計
上位1％ 31 23 41 62 157
上位1％以外 171 117 134 103 525
合計 202 140 175 165 682






































































者のセクター別内訳を図 4-17 に示した。４つの階級は、四分位数を基準とし、(Ⅰ) 200 万
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を使用したトップリサーチャーは、既に図 4-2 に示したように 184 人である。 
この 184 人のトップリサーチャーについて、調査対象論文投稿時点の所属セクター別の
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計画の実施前の 5 年間（1991 年～1995 年）、および調査を実施した 2004 年時点（10 月現
在）の２時点について、22 項目ごとに回答を求めているため、基本計画実施以降の約 10
年間におけるトップリサーチャーの研究環境の変化を把握することができる。 
まず、基本計画実施前（1991 年～1995 年）の研究環境に関する回答結果を図 5-1 と図









この 2 項目を除く 20 項目について、当時は不備であったと見ていることがわかる。 
次に、調査を実施した 2004 年時点（10 月現在）についての結果を図 5-3、および図 5-4
に示した。先と同様に、前者に単純な回答割合を示し、後者に指標化した結果を示した。




2004 年時点の状況については、後出の図 5-5 で基本計画実施前の状況と比較しつつ示す
ため、ここでは詳しい分析結果は省略する。 
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注：指標値は、“充実”を+2、“やや充実”を+1、“普通”を 0、“やや不備”を-1、“不備”を-2 として算出した。 
















































不備 やや不備 普通 やや充実 充実
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注：図 5-2 と同様に 5 段階の回答を+2～-2 として指標化した。 
















































不備 やや不備 普通 やや充実 充実
■ - 79 -
次に、基本計画の実施以降、トップリサーチャーの研究環境がどのように変化したかを














図 5-5 トップリサーチャーの研究環境の変化： 





























































表 5-1 研究環境に関するベストおよびワースト５項目：基本計画以前と現在の状況 
 
基本計画実施以降の変化：ベスト５  基本計画実施以降の変化：ワースト５ 
 項  目 平均値  項  目 平均値
① 10) 所属機関における研究者の任期制の導入 0.87  ① 14) 研究時間 -0.73  
② 17) 産学官連携・技術移転をサポートする制度 0.81  ② 1) 経常的な研究資金の量 0.01  
③ 2) 政府の競争的研究資金の量 0.71  ③ 7) ポスドク以外の若手研究者の人数 0.08  
④ 12) 国際的な研究者のネットワーク 0.64  ④ 22) 研究テーマ設定の自由度 0.09  
⑤ 11) 国内の研究者のネットワーク 0.57  
 
⑤ 16) 研究支援者の充実 0.16  
       
現在（2004 年時点）の研究環境：ベスト５  現在（2004 年時点）の研究環境：ワースト５ 
 項  目 平均値  項  目 平均値
① 22) 研究テーマ設定の自由度 0.69  ① 8) 外国人研究者の人数 -0.88  
② 11) 国内の研究者のネットワーク 0.33  ② 7) ポスドク以外の若手研究者の人数 -0.76  
③ 12) 国際的な研究者のネットワーク 0.28  ③ 18) 地域における連携をサポートする制度 -0.68  
④ 2) 政府の競争的研究資金の量 0.19  ④ 6) ポスドクの人数 -0.67  
⑤ 15) 研究施設・設備の充実 0.18 
 
⑤ 16) 研究支援者の充実 -0.57 










したという回答割合（図でプラス 1 から 4 までの値の割合）の大きい順に上から 22 項目を
並べている。 
図 5-6 を項目ごとに見ると、22 項目のうち、悪化と回答した割合（図で－4 から－1 まで
の値の割合）が向上したという回答割合を上回っている項目は、「研究時間」と「経常的な



















































-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4
研究環境についての回答（5段階）の変化値




















































































































































































































































ける任期制の導入」は、現在の充実度では 22 項目中 13 番目に過ぎない。しかも、高被引


























































という回答者の割合自体は第 1 位であった（前出、図 5-6）。しかも 2004 年時点の研究環境





















































“障害や制約”の回答割合の 1 位で、現在（2004 年時点）の状況で 17 位である「研究時
間」は、トップリサーチャーに最も改善が望まれている項目であると言うことができよう。 
「研究スペース」についても、“改善度”の評価が低く（22 項目中 17 位）、“障害や制約”
となった回答割合が高い（同 2 位）ことから、改善が望まれている項目であると言える。「研
究支援者」についても、“改善度”の 18 位、“障害や制約”の 4 位であるので、同様である。 
また、「ポスドク以外の若手研究者（40 歳未満）」については、“障害や制約”では中位（8















在の状況のいずれについても比較的、上位（それぞれ第 7 位と第 6 位）に位置しているも
のの、“改善度”では第 14 位で評価は必ずしも高くない。また、高被引用論文を産んだ研
究への影響については、中位の評価（“好ましい影響”の第 11 位、“障害・制約”の第 9 位）





















定的な回答者がどちらも多く、また、図 5-9 で見たように、“障害・制約”（第 2 位）と“好
ましい影響”（第 5 位）の回答割合が共に大きく、異なる評価の回答者が混在している。こ
のような回答傾向については、次に示す図 5-11 のデータが参考になる。 
 
 
























“改善” “変化なし” “悪化” 無回答
2時点における評価の変化











研究人材に関わる項目は、22 項目のうち、狭義に捉えても 5)～10）と 16）の 7 項目が






























































































■ - 92 -
93 
基本計画実施前と 2004 年時点の変化については、各回答者の変化値の平均値を図 5-13
に示した。この図でも、22 の項目ごとに上段に“上位 1％”の論文著者の回答を示し、下
段に“上位 1％以外”の論文著者の回答を示した。 
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高被引用論文を産み出した研究活動に“好ましい影響”を与えた項目の回答結果につい
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95 
高被引用論文を産み出した研究活動の“障害や制約”となった項目の回答結果の被引用
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5.5 研究資金に関する回答傾向と研究資金額の関係 









前掲の図 5-3 からも読み取れるが、ここでは改めて表 5-1 に、「政府の競争的研究資金の量」
と「経常的な研究資金の量」についての回答結果を示した。 
 






















回答の内訳 回答計 無回答 合計
不備 やや不備 普通 やや充実 充実
政府の競争的研究資金の量 97 100 229 222 108 756 102 858
(12.8%) (13.2%) (30.3%) (29.4%) (14.3%) (100.0%)
経常的な研究資金の量 166 192 222 163 69 812 46 858
(20.4%) (23.6%) (27.3%) (20.1%) (8.5%) (100.0%)
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答のあった回答者の人数を示しているため、表 5-1 に示した人数より若干少ない。 
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図 5-16 の（Ⅰ）を見ると、“不備”と“やや不備”との回答者グループについては、研
究資金額の上位 1/4 値が 1000 万円以下となっていることから、これらの回答者の大部分
（3/4 以上）の研究費使用額は 1000 万円以下となっていることがわかる。一方、“やや充実”
との回答グループの研究費使用額の中央値は 990 万円であり、また、“充実”との回答者グ





一のデータから集計したものである。なお、ここでは、研究費金額階級として第 4 章 4.4
節の(2)でも用いた４つの階級を用いたが、1000 万円の区切りを見るため、階級Ⅲについて
は 1000 万円を境に２分した５つの階級を用いている。 
図 5-17 を見ると、金額階級が上がるにつれて、“充実”と“やや充実”を合わせた回答























































































図 5-19 を見ると、階級Ⅲ-1 までは階級が上がるにつれて、“充実”と“やや充実”の回













































































































































































































































































































































































































注：回答者の所属セクターは、回答時点（2004 年 11 月時点）の所属を示す。 














不備 やや不備 普通 やや充実 充実


































注：回答者の所属セクターは、回答時点（2004 年 11 月時点）の所属を示す。 
 














不備 やや不備 普通 やや充実 充実
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(2) 研究資金の量の現状についての年齢階級別の回答 
 年齢階級別に、研究資金の量についての回答結果を比較する。競争的資金については、
図 5-25 に示すように、45 歳以上の回答者では、“充実”ないし“やや充実”の回答割合が
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向上 やや向上 変化せず やや低下 低下








の回答割合では、図 6-2 の方が図 6-1 よりも若干小さく、逆に 2 番目のプラス評価（「やや






































増加 やや増加 変化せず やや減少 減少















































高い やや高い 同等 やや低い 低い







































































○ 論文発表数の国別シェアの推移を見ると、日本は 1990 年以降、論文発表件数で米国に
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調査票に提示した定量データ 
 













データ：Thomson ISI.，” National Science Indicators, 1981-2002, Deluxe Version“に基づき、科学技術政
策研究所が集計 
注： 1)人文社会分野は除く。 








※ 1981 年から 2002 年までのデータを示しているが、5 年重複データを用いているため、
最初の時点は 1981～85 年、最後の時点は 1998～2002 年に相当する。 
○ 米国は、論文シェア、被引用回数シェアともに減らし、EU-15 と日本がシェアを伸ばす
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調査票に提示した定量データ 
 






























○ 日本を詳細にみると、日本は 1990 年代後半以降、特許数のシェアが縮小傾向にある。













































(a) ３極 (b) 日本のみ（拡大


















































































































































































































○ 日本の論文数シェアは、どの分野においても 1981 年以降、長期的に増加傾向が続いて






























分  野 論文シェア 被引用回数シェア 


















































































































































































○ 日本の米国特許登録件数シェアは、ほとんどの分野において 1980 年代に増加したが、
1990 年代に入り、減少する分野が多くなっている。また、米国特許の被引用回数シェ






























分  野 米国特許数シェア 被引用回数シェア 




［変化］ 1990 年代を通じて漸減。 






























［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
横ばい、90 年代末に減少。 
社会基盤 ［全般］ 低位 
［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
横ばい、90 年代末に減少。 
［全般］ やや低位 
［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
漸減、90 年代末に増加傾向。 
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た、調査対象とした高被引用度論文の投稿時点（ほとんどが 2000 年から 2001 年）におけ
るトップリサーチャーの年齢は、平均 39.9 歳、中央値が 39 歳であり、半数以上が 40 歳未
満であることからも、トップリサーチャーには“若手”が比較的多いことが明らかになっ
た。また、共著者まで含めて研究グループの構成を見ると、大学教員が４割以上を占め、
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被引用度上位 10％論文を産み出した研究資金は、回答金額に大きな幅（最小値 1 万円、















サーチャーの研究環境について、科学技術基本計画の実施以前（1991 年～1995 年）と 2004
年時点を比較すると、22 項目中 21 項目が向上したと評価されており、悪化した項目は「研
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20 年来の仮説「受容体活性化 Ca 流入機構」
の分子実体を初めて明らかにした点が評価
された。 ［国立大学／助教授／受容体活性
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付録１ 自由記述回答  
(2) 調査対象論文の技術的な応用に関する特記事項・コメント 
 


























































































学寄付金を 200 万円受けた（2001 年～2002
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い。 ［46 歳／私立大学／助教授］ 
科研費特に厚生科研費の審査が不明透あるいは明
らかに一部に偏っていてリーダーと知り合いにな



























































ている。 ［41 歳／国立大学／教授］ 
最近 5 年間で原著 60 以上（筆頭 20 以上）Impact 
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は今 1 年間で約 65 万円しか配分されていない。












します。 ［52 歳／国立大学／助教授］ 
科学研究費採択の評価基準が不明瞭であると思い























































































のは大型予算で、有力な教授は 2 つも 3 つも大型
予算を獲得して使い切れないほどお金を持ってい














きい。 ［49 歳／私立大学／教授］ 
競争資金の若手への分配が少なくなっているので
はないか。特にまだ実績のない若手研究者の研究
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ている。 ［54 歳／国立大学／講師］ 
大学内外の研究評価などに時間がとられ、研究す










































問題指摘等 ～ 研究スペース・施設設備 
研究にたずさわる人数が増加したのに、研究スペ
ースはもとのままなので、もっとスペースを広く











ます。 ［38 歳／国立大学／助教授］ 
政府の競争的研究資金の総額は増加しているが、
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付録１ 自由記述回答  
には必要だと思う。 ［50 歳／国立大学／教授］ 
産婦人科は医療ミス報道の影響で入局者が減り、
慢性的人手不足。 ［43 歳／公立大学／助教授］ 
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(3) 政策や制度の変化が研究環境に与えた影響 
157 
薬学 6 年制は最低！研究者はどこへ行けばよい？ 
［39 歳／私立大学／助教授］ 
有名な先生の回りの研究環境が良くなったに過ぎ

















た。 ［37 歳／旧特殊法人／副主任研究員］ 















が望しい。 ［68 歳／私立大学／教授］ 
関係しているか否か不明ですが、〇〇大学（注：
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なった。 ［33 歳／民間企業／社員］ 











































































































ことは間違いない。 ［53 歳／国立大学／教授］ 
この論文以外に citation の高い論文があり（例え
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好ましい影響の指摘 ～ その他 
対象論文(review)を書くようになった元の論文
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先の 5.1 の質問 19)～22)の充実か不備という質問
は答えにくい。確かに制度化や改変が進んでいる
が、あまりにも形式的な評価が多く、正当な評価












































































った。 ［37 歳／民間企業／課長］ 
何も影響なし ［54 歳／私立大学／教授］ 
目立った影響なし。 ［51 歳／国立大学／教授］ 
科学技術基本計画の実施は事研究に全く影響を与
えていない。科研費などの公的研究資金はほとん
ど得られなかった。 ［51 歳／国立大学／教授］ 
科学技術基本計画が実施されていたことが、全く、






い。 ［48 歳／公立大学／教授］ 






は関係無いだろう。 ［36 歳／民間企業／研究員］ 






何も影響なし ［54 歳／私立大学／教授］ 
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急増している。 ［56 歳／私立大学／教授］ 






































































うに思われる。 ［40 歳／国立大学／助教授］ 
米国との差は納得。国別で 2 位の割に、国際
的に目立っている印象。日本発の論文が、な
かなか欧米の big journal に accept されにく
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な分野もある。したがって、3 年や 5 年で評
価すると大きく間違う。今回の論文も私自身
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った。 ［29 歳／国立大学／助手／物性理論］ 
日本のシェア（10%）はもう少し大きいと思
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日本のシェアが EU の 3 分の 1 以下である点
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で，この分野では relative comparative 
advantage と呼ばれる index が非常に低いこ
とが知られている。この index も，図 4～7
のシェアも研究者数で nomalize しないと，
研究者の質が見えてこない．研究者数で
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る。 ［43 歳／国立大学／講師／循環薬理学］ 
ライフサイエンス分野（とくに医学）におい
ては、日本は基礎的被害は top jurnal に
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z NISTEP Report No.79,『基本計画の達成効果の評価のための調査－科学技術研究のアウトプットの
定量的及び定性的評価』（平成 15 年度～16 年度科学技術振興調整費調査・平成 15 年度調査報告書）, 
平成 16 年 5 月, 科学技術政策研究所. （http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep079j/idx079j.html） 
 
１．日本の論文についての全般的動向 
























○ 論文発表数の国別シェアの推移を見ると、日本は 1990 年以降、論文発表件数で米国に次
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付録２ 調査票と添付資料  
○ 日本の論文数シェアは長期的に見れば増加傾向にあるが、1990 年代末以降伸びが鈍化し
ている。 
















データ：Thomson ISI.，” National Science Indicators, 1981-2002, Deluxe Version“に基づき、科学技術政策
研究所が集計 
注： 1)人文社会分野は除く。 







※ 1981 年から 2002 年までのデータを示しているが、5 年重複データを用いているため、
最初の時点は 1981～85 年、最後の時点は 1998～2002 年に相当する。 
○ 米国は、論文シェア、被引用回数シェアともに減らし、EU-15 と日本がシェアを伸ばす

























































図３ 日・米・EU-15（３極）の米国特許登録件数シェアと被引用数シェアの推移（1980-2000 年） 
 












○ 日本を詳細にみると、日本は 1990 年代後半以降、特許数のシェアが縮小傾向にある。一













































(a) ３極 (b) 日本のみ（拡大図） 
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図るため、政府によって策定された第 2 期の「科学技術基本計画」（平成 13 年 3 月 30 日閣








 ８分野の名称 主なサブカテゴリー 
１ ライフサイエンス分野 生物、バイオテクノロジー、食料、保健等 












６ 製造技術分野 機械、加工、品質管理、マイクロマシン、ロボット等 
７ 社会基盤分野 土木、建築、輸送機器、淡水化、危機管理、防災等 
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付録２ 調査票と添付資料  
 
図４、図５、表１の説明 
○ 日本の論文数シェアは、どの分野においても 1981 年以降、長期的に増加傾向が続いてき








表１ 第 2 期基本計画に示された 8 分野における論文データから見た日本の傾向 
分  野 論文シェア 被引用回数シェア 
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付録２ 調査票と添付資料  
図６、図７、表２の説明 
○ 日本の米国特許登録件数シェアは、ほとんどの分野において 1980 年代に増加したが、
1990 年代に入り、減少する分野が多くなっている。また、米国特許の被引用回数シェア








表２ 重点 8 分野における米国特許データから見た日本の傾向 
分  野 米国特許数シェア 被引用回数シェア 




［変化］ 1990 年代を通じて漸減。 






























［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
横ばい、90 年代末に減少。 
社会基盤 ［全般］ 低位 
［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
横ばい、90 年代末に減少。 
［全般］ やや低位 
［変化］ 1980 年代に増加、90 年代は
漸減、90 年代末に増加傾向。 
































○ 公的研究機関 ［質問Ⅰ－２．２］ 
国立研究機関（国立試験研究機関）、特殊法人及び独立行政法人のうち研究開発を主た
る業務とする機関、地方自治体の公設試験研究機関、を指しています。 
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○ 内部資金 ［質問Ⅰ－３］ 
研究費（研究開発費）のうち、自分自身の所属する機関（大学、研究機関、企業、等）
が負担した資金を指します。 

























































系 分　野 分　科 細　目　名 科研費コード（細目番号） 系 分　野 分　科 細　目　名
科研費コード
（細目番号）
情報学基礎 1001 哲学・倫理学 2801
ソフトウエア 1002 中国哲学 2802
計算機システム・ネットワーク 1003 印度哲学・仏教学 2803
メディア情報学・データベース 1004 宗教学 2804
知能情報学 1005 思想史 2805
知覚情報処理・知能ロボティクス 1006 美学・美術史 2806
感性情報学・ｿﾌﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ 1007 日本文学 2901
情報図書館学・人文社会情報学 1008 ヨーロッパ語系文学 2902
認知科学 1009 各国文学・文学論 2903
統計科学 1010 言語学 3001
生体生命情報学 1011 日本語学 3002
神経科学一般 1101 英語学 3003
神経解剖学・神経病理学 1102 日本語教育 3004
神経化学・神経薬理 1103 外国語教育 3005
神経・筋肉生理学 1104 史学一般 3101
実験動物学 実験動物学 1201 日本史 3102
医用生体工学・生体材料学 1301 東洋史 3103
医用システム 1302 西洋史 3104
リハビリテーション科学・福祉工学 1303 考古学 3105
身体教育学 1401 人文地理学 人文地理学 3201
スポーツ科学 1402 文化人類字 文化人類学・民俗学 3301
応用健康科学 1403 基礎法学 3401
生活科学一般 1501 公法学 3402
食生活学 1502 国際法学 3403
科学教育 1601 社会法学 3404
教育工学 1602 刑事法学 3405
科学社会学・科学技術
史
科学社会学・科学技術史 1701 民事法学 3406
文化財科学 文化財科学 1801 新領域法学 3407
地理字 地理学 1901 政治学 3501
環境動態解析 2001 国際関係論 3502
環境影響評価・環境政策 2002 理論経済学 3601
放射線・化学物質影響科学 2003 経済学説・経済思想 3602
環境技術・環境材料 2004 経済統計学 3603
ナノ構造科学 2101 応用経済学 3604
ナノ材料・ナノバイオサイエンス 2102 経済政策 3605
マイクロ・ナノデバイス 2103 財政学・金融論 3606
社会システムエ学・安全システム 2201 経済史 3607
自然災害科学 2202 経営学 3701
基礎ゲノム科学 2301 商学 3702
応用ゲノム科学 2302 会計学 3703
生物分子科字 生物分子科学 2401 社会学 3801
資源保全学 資源保全学 2501 社会福祉学 3802
地域研究 地域研究 2601 社会心理学 3901
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分　野 分　科 細　目　名 科研費コード（細目番号） 系 分　野 分　科 細　目　名
科研費コード
（細目番号）
代数学 4101 育種字 6001
幾何学 4102 作物学・雑草学 6002
数学一般（含確率論・統計数学） 4103 園芸学・造園学 6003
基礎解析学 4104 植物病理学 6004
大域解析学 4105 応用昆虫学 6005
天文学 天文学 4201 植物栄養学・土壌学 6101
素粒子・原子核・宇宙線・宇宙物理 4301 応用微生物学 6102
物性Ⅰ 4302 応用生物化学 6103
物性Ⅱ 4303 生物生産化学・生物有機化学 6104
数理物理・物性基礎 4304 食品科学 6105
原子・分子・量子エレクトロニクス・プラズマ 4305 林学・森林工学 6201
生物物理・化学物理 4306 林産科学・木質工学 6202
固体地球惑星物理学 4401 水産学一般 6301
気象・海洋物理・陸水学 4402 水産化学 6302
超高層物理学 4403 農業経済字 農業経済学 6401
地質学 4404 農業土木学・農村計画学 6501
層位・古生物学 4405 農業環境工学 6502
岩石・鉱物・鉱床学 4406 農業情報工学 6503
地球宇宙化学 4407 畜産学・草地学 6601
プラズマ科学 プラズマ科学 4501 応用動物科学 6602
物理化学 4601 基礎獣医学・基礎畜産学 6603
有機化学 4602 応用獣医学 6604
無機化学 4603 臨床獣医学 6605
分析化学 4701 環境農学 6701
合成化学 4702 応用分子細胞生物学 6702
高分子化学 4703 化学系薬学 6801
機能物質化学 4704 物理系薬学 6802
環境関連化学 4705 生物系薬学 6803
生体関連化学 4706 創薬化学 6804
機能材料・デバイス 4801 環境系薬学 6805
有機工業材料 4802 医療系薬学 6806
無機工業材料 4803 解剖学一般（含組織学・発生学） 6901
高分子・繊維材料 4804 生理学一般 6902
応用物性・結晶工学 4901 環境生理学（含体力医学・栄養生理学） 6903
薄膜・表面界面物性 4902 薬理学一般 6904
応用光学・量子光工学 4903 医化学一般 6905
応用物理学一般 4904 病態医化学 6906
工学基礎 4905 人類遺伝学 6907
機械材料・材料力学 5001 人体病理学 6908
生産工学・加工学 5002 実験病理学 6909
設計工学・機械機能要素・トライボロジー 5003 寄生虫学（含衛生動物学） 6910
流体工学 5004 細菌学（含真菌学） 6911
熱工学 5005 ウイルス学 6912
機械力学・制御 5006 免疫学 6913
知能機械学・機械システム 5007 医療社会学 7001
電力工学・電気機器工学 5101 応用薬理学 7002
電子・電気材料工学 5102 病態検査学 7003
電子デバイス・電子機器 5103 衛生学 7101
通信・ネットワーク工学 5104 公衆衛生学・健康科学 7102
システム工学 5105 法医学 7103
計測工学 5106 内科学一般（含心身医学） 7201
制御工学 5107 消化器内科学 7202
土木材料・施工・建設マネジメント 5201 循環器内科学 7203
構造工学・地震工学・維持管理工学 5202 呼吸器内科学 7204
地盤工学 5203 腎臓内科学 7205
水工水理学 5204 神経内科学 7206
交通工学・国土計画 5205 代謝学 7207
土木環境システム 5206 内分泌学 7208
建築構造・材料 5301 血液内科学 7209
建築環境・設備 5302 膠原病・アレルギー・感染症内科学 7210
都市計画・建築計画 5303 小児科学 7211
建築史・意匠 5304 胎児・新生児医学 7212
金属物性 5401 皮膚科学 7213
無機材料・物性 5402 精神神経科学 7214
複合材料・物性 5403 放射線科学 7215
構造・機能材料 5404 外科学一般 7301
材料加工・処理 5405 消化器外科学 7302
金属生産工学 5406 胸部外科学 7303
化工物性・移動操作・単位操作 5501 脳神経外科学 7304
反応工学・プロセスシステム 5502 整形外科学 7305
触媒・資源化学プロセス 5503 麻酔・蘇生学 7306
生物機能・バイオプロセス 5504 泌尿器科学 7307
航空宇宙工学 5601 産婦人科学 7308
船舶海洋工学 5602 耳鼻咽喉科学 7309
地球・資源システム工学 5603 眼科学 7310
リサイクル工学 5604 小児外科学 7311
核融合学 5605 形成外科学 7312
原子力学 5606 救急医学 7313
エネルギー学 5607 形態系基礎歯科学 7401
遺伝・ゲノム動態 5701 機能系基礎歯科学 7402
生態・環境 5702 病態科学系歯学・歯科放射線学 7403
植物生理・分子 5703 保存治療系歯学 7404
形態・構造 5704 補綴理工系歯学 7405
動物生理・行動 5705 外科系歯学 7406
生物多様性・分類 5706 矯正・小児系歯学 7407
構造生物化学 5801 歯周治療系歯学 7408
機能生物化学 5802 社会系歯学 7409
生物物理学 5803 基礎看護学 7501
分子生物学 5804 臨床看護学 7502

















































































創設期間 担当省 担当機関 制度名 創設年度
文部科学省 本省、日本学術振興会 科学研究費補助金 昭和42年度～
厚生労働省 本省 厚生科学研究費補助金 昭和28年度～
文部科学省 本省 科学技術振興調整費 昭和56年度～
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 平成2年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的基礎研究事業費（平成14年度より戦略的創造研究推進事業） 平成7～13年度
総務省 通信・放送機構経費 情報通信分野における基礎研究推進制度 平成8年度～
文部科学省 日本学術振興会 未来開拓学術研究推進事業（平成14年度より未来開拓学術研究費補助金） 平成8～13年度
厚生労働省 医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構 保健医療分野における基礎研究推進事業（平成13年度までは基礎研究推進事業出資金） 平成8年度～
農林水産省 生物系特定産業技術研究推進機構 新技術・新分野のための基礎研究推進事業 平成8年度～
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 新規産業創造型提案公募事業 平成8～13年度
国土交通省 運輸施設整備事業団 運輸分野における基礎的研究推進制度 平成9年度～
総務省 本省 情報通信ブレークスルー基礎研究21における公募研究 平成10～13年度
文部科学省 本省 革新的技術開発研究推進費補助金(H14年度より独創的革新技術開発研究提案公募制度） 平成12～13年度
経済産業省 新エネルギー・産業技術総合開発機構 産業技術研究助成事業費 平成12年度
総務省 本省 量子情報通信技術の研究開発 平成13年度
国土交通省 本省 建設技術の研究開発助成経費 平成13年度～
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進制度（既存３制度を統合） 平成14年度～
文部科学省 科学技術振興事業団 戦略的創造研究推進事業（戦略的基礎研究事業費の再編） 平成14年度～
文部科学省 本省 独創的革新技術開発研究提案公募制度（平成13年度までは革新的技術開発研究推進費補助金） 平成14年度～
文部科学省 本省 大学発ベンチャー創出支援制度 平成14年度～
文部科学省 本省 未来開拓学術研究費補助金（未来開拓学術研究推進事業の再編） 平成14年度～
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 平成14年度～
農林水産省 本省 民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業 平成14年度～
総務省 消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 平成15年度～
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